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地域情報提供サービスのための行動目的抽出
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概要：人の行動を促すためには，「動機」と「行動のしやすさ」が情報提示の際に必要であるといわれてい
る．しかし，今までの地域情報提供サービスは，場所や金額等を伝え，「行動のしやすさ」を判断する材料
を提供することにフォーカスしており，「動機」付けはあまり行われてこなかった．そのため，明確な動機
を持たないユーザに対して，行動を起こさせることが難しかった．本研究では，動機付けを行うことで，
元々の動機の有無にかかわらず人の行動を促すことができる情報提供を目指す．このために，他人の経験
から行動にあたっての目的や，TPO情報や手段情報といった行動に付随する情報を収集する．本稿では，
この研究方針に従い，ソーシャルメディアから手がかり表現と係り受け解析を用いて行動にあたっての目
的を抽出する方法を提案する．また，抽出した目的を用いてユーザ評価実験を行い，目的の提示が動機付
けに有効であることを確認した．
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Abstract: To suggest a target action and encourage the user to perform it, “motivation” and “ability” are
necessary when a trigger is offered. However, traditional local information services focus on giving infor-
mation related to the ability to perform the behavior (cost, place, etc.) and motivation is not considered;
without effective motivation the target action is unlikely to be performed. Our goal is to identify an ef-
fective motivation approach. To achieve this goal, we collect purpose-for-action. In this paper, we propose
a method to extract purpose-for-action from social media texts by using clue expressions and modification
structure. Moreover, we conduct a user experiment whose results confirm that showing purpose-for-action
yields effective motivation.
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1. はじめに

インターネット上には，行動の参考になる様々な情報提

供サービスがある．たとえば外食の際は「食べログ」*1等

のグルメサイトから，旅行の際は「じゃらん」*2等の旅行

サイトから，施設等の情報を得ることができる．また，近

年は「周辺ガイド」*3や「Foursquare」*4のような位置情報

サービスが普及してきており，周辺の様々な行動に関する
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情報を，横断的に検索できる．

このような情報提供サービスは，ユーザに適した情報を

提供し，行動を起こしてもらうことが 1つの目標である．

従来のサービスは，施設等の情報をジャンルや場所等で分

類し，また，施設に関する詳細な情報を提示することで，

行動を選択しやすいよう工夫されている．しかしこのよう

なサービスは，「外食」「美術館」のようにユーザの行動が

具体的に決まっている場合には有効であるが，ユーザが漠

*1 食べログ，http://tabelog.com/
*2 じゃらん，http://www.jalan.net/kankou/
*3 周辺ガイド，http://local.smt.docomo.ne.jp/g.php
*4 Foursquare，https://ja.foursquare.com/
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然と「暇つぶしに何かしたい」等と思ったときに，選択し

たい行動が見つからない場合には不向きである．

この原因を心理学やマーケティングの分野で用いられ

る行動モデルを用いて考えてみる．行動モデルの 1つに，

Foggが提案する Fogg Behavior Model [1]がある．このモ

デルは，人に期待する行動をとってもらうためには，「動

機」，「行動のしやすさ」，「トリガ（行動を知らせる情報提

供）」の 3つの要素を同時に満たす必要があると説明して

いる．つまり，情報提供サービスにおいては，推薦情報や

検索結果がトリガとしてユーザに与えられたときに，「 1©
動機」「 2©行動のしやすさ」が必要である．
たとえば，サービスが推薦したい行動が「散歩」である

とき，気分転換をしたいと思っているユーザは，動機を持

ち，かつ簡単な行動であるので，「散歩」をしてくれる可能

性が高い（図 1）．反対に，動機がない，または行動への障

壁があると，情報提供が失敗しやすい．つまり情報提供に

おいて， 1©動機付けと 2©行動障壁を下げることが重要な課
題といえる．

2©行動のしやすさは，時間やお金，身体的負担のなさ等
がその代表的要素であり，これらの障壁自体を下げること

は難しい．しかし，ユーザが障壁を高く見積もっている場

合もあり，こういったユーザに対して，情報を整理し提示

することで，正しい判断を助け，行動に導ける可能性もあ

る．また情報を収集するという行動への障壁を下げること

も可能となる．「周辺ガイド」等の従来のサービスでは，分

かりやすく距離や値段等の施設情報が提示されており， 2©
行動への障壁を下げる工夫がなされている．

一方， 1©動機は，喜びや希望，社会的受容等がその代表
的な要素であるが， 1©行動への動機付けに関するサービス
は限定的な方法でしか検討されてこなかった．クーポンに

より，経済的な得をすることを動機付けに用いる方法は頻

繁に行われており効果も認められている．しかし，クーポ

ンを使える範囲は限られているため，幅広い行動に対応で

きる動機付けの方法が必要となる．

そこで，本研究は，ユーザにトリガを与える際，動機付

けも同時に行い，納得して具体的な行動につなげる情報提

供に着目する．動機付けを行う方法には，行動にあたって

図 1 Fogg behavior model

Fig. 1 Fogg behavior model.

の目的（以下，単に「目的」と呼ぶ）を提示する方法や，他

者の経験情報を提示することで，information cascade（他

者と同じ行動をとろうとする心理）[2]を起こさせる方法等

がある．このような目的や他者の経験情報は，幅広い行動

に対して収集できるものであり，従来限定的であった動機

付けの課題を解決できる．

そして具体的な行動への動機付けができれば，ユーザの

行動支援が可能である．たとえば，施設情報が記述された

情報サイトにおいて，単に施設を羅列するだけでなく，目

的と関連付けて施設を紹介でき，施設を選びやすくするこ

とが可能である．

情報提供方法として様々な形式が考えられるが，たとえ

ば，TPO情報を考慮した地域情報提供サービス [3]を想定

した場合，情報提供は図 2 の流れで行う．また，アプリ

ケーション例を図 3 に示す．カテゴリごとに情報が整理

されたサービスを想定し，大きく 2つのステップから構成

されている．第 1ステップでは，サービスは選択された場

所で行える行動と目的，他人の経験情報をユーザに提示す

る．これにより，行動への動機付けを行う．そして第 2ス

テップでは，選択された行動に関連する施設情報等の詳細

情報をユーザに提示する．この第 2ステップは，従来の情

報提供サービスと同じである．本研究が目指す動機付けは

この第 1ステップであり，図 2 の太枠で囲んだ部分に該当

する．提示する行動への動機付けを行い，行動に関連する

図 2 本研究が対象とする領域

Fig. 2 Target area of this paper.

図 3 アプリケーション例

Fig. 3 Example of application image.
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図 4 経験情報からの行動目的抽出

Fig. 4 Extracting purpose-for-action from experience informa-

tion.

詳細情報への取得要求を起こさせる，または実際に行動を

起こさせることを目的とする．

そこで本稿では，この目的実現に向けた第 1歩として，

目的の収集に取り組み，大量の経験や目的が記述された

ソーシャルメディアから，指定した行動の目的を抽出する

手法について述べる（図 4）．また，ユーザ評価実験を行

い，提案手法を用いて抽出した目的の提示が行動への動機

付けに有効であるかを評価した結果を報告する．

以下，本稿の構成を示す．まず，2章で関連研究につい

て述べ，3章で問題設定，4章で予備分析，5章で提案手法

について述べる．6章で目的抽出実験，7章でユーザ評価

実験，最後に 8章でまとめと今後の課題を述べる．

2. 関連研究

2.1 テキストからの目的抽出

テキストからある行動の目的を抽出する方法として，2

つのアプローチが考えられる．

(1)目的を表す特徴語に注目するアプローチ

（例）「達成感」等，目的を表す特徴語をあらかじめ

辞書に登録し，これを含む文を目的として抽出する．

(2)目的が記述される文のパターンに注目するアプローチ

（例）「～ため」等の表現で行動に接続されている文

を目的として抽出する．

(1)の手法は，抽出したい目的が事前に明らかな場合に

有効であり，「○○のために○○する」のように行動と目的

の関係の手がかりとなる表現が明示的に記述されていなく

ても，目的を抽出できる可能性が高い．しかし，抽出した

い目的が未知の場合には抽出できない．(2)の手法は，抽

出したい目的がはっきりしていない場合にも抽出可能であ

るが，接続助詞等で行動との関係が記述されていない場合

には抽出が難しい．

(1)の手法には，旅行ブログサイトから旅行に関わる目

的を抽出する研究がある [4]．この研究では，目的が旅行に

関わるものに限定されているため，様々な行動の目的を抽

出するためには，辞書の拡張が必要である．また，様々な

行動に関係する目的辞書の作成については，長期的な行動

目的の辞書を構築する研究がある [5]．この研究では，「新

年の決意」を含む twitterの投稿から LDAを用いて目的

トピックを抽出している．目的を単体で抽出しているが，

我々は行動–目的ペアの抽出を目指す．行動–目的ペアの関

係は，要因と結果からなる因果関係に含まれる概念である．

(2)の手法は，ニュース記事から因果関係を抽出する研

究で多数用いられている [6], [7], [8], [9]．たとえば，「～た

め，」や「～を背景に」等の手がかり表現と，構文パターン

を用いて，因果関係を含む文を抽出している [9]．これらの

研究では，ニュース記事から因果関係を抽出しており，正

しい文法で記述される文を対象としている．また，原因・

理由の用法と目的の用法を区別せずに，両者を要因として

抽出している．我々が対象とするのはソーシャルメディア

であり，文法的な誤りや砕けた表現を多く含むため，構文

解析だけでは目的ではないものを抽出してしまうことが

ある．また，原因・理由の用法を含まない目的のみを抽出

する．そのため，抽出した目的のフィルタリングが必要と

なる．

我々は (1)，(2)の 2つのアプローチを組み合わせ，まず

(2)のアプローチにより，手がかり表現等を用いて目的を

抽出する．次に，(2)で取得した目的を辞書として用いる

(1)のアプローチにより，抽出事例を増やすことを目指す．

本稿ではまず (2)の手がかり表現を用いて目的を抽出す

る方法を提案する．機械学習を用いて目的を含むパターン

を学習すること等も考えられるが，まずはルールベースの

手法を試みたうえで，今後利用を検討する．

2.2 地域情報提供サービス

外出時の参考になる地域情報提供サービスは多数存在す

る．たとえば，「Foursquare」を利用すれば，指定したエ

リア周辺の店舗やスポット情報を取得できる．こういった

サービスは，場所や入場料等の施設情報をユーザに提供

することで，情報を収集するという「行動への障壁を下げ

ること」ができる．また，他人の経験情報が記述されたレ

ビューが掲載されていれば，information cascadeを起こす

ことができ，「動機付け」の効果が期待できる．

しかし，行動に対する目的が端的に提示されておらず，

また経験情報がどの施設に対しても記述されているわけで

ない．本技術を用いて行動目的を提示し動機付けを強化す

ることにより，より施設を選びやすくなる等の効果が期待

できる．

また，別の観点では，ユーザの嗜好や状況に応じた情報

を提供しようとする研究がある．ユーザの嗜好に合った情

報提供の例として，「Google」*5はユーザの検索履歴を利用

したり，「Amazon」*6は類似ユーザの情報を利用したりし，

コンテンツや商品の推薦を行っている．また，状況に応じ

た情報提供を目指す研究として，時間や同伴者等をもとに

飲食店情報の推薦を行う研究がある [10]．個人の嗜好や状

況に合った行動が推薦できれば，動機付けを行う必要はな

く，行動を実行してくれる可能性がある．しかし，これら

を実現するためには，ユーザ情報や状況を取得する必要が

*5 https://www.google.co.jp/
*6 http://www.amazon.com/
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ある．本研究では，ユーザ情報や状況を必要としない一般

的な状況を想定した情報提供技術を提案する．また，これ

らの技術は，どういったアイテム（たとえば店舗）を推薦

するかということにフォーカスしており，どういった情報

（行動目的等）を付加して提示するかということには着目

していない．今後，ユーザの嗜好や状況等を考慮した情報

提供を目指す際には，従来の技術と本技術を組み合わせる

ことで，個人の嗜好や状況に応じた，より効果的な情報提

供を目指す．

3. 問題設定

本稿では，文法的な誤りやくだけた表現を含むテキスト

から，原因・理由の用法を含まない，指定した行動の目的

を抽出し，目的抽出の精度向上を目指す．ここで抽出した

い目的とは，指定した行動を行うことで書き手が達成した

い行動や状態，または指定した行動を行うことで得られる

効果であると読み手が判断できるものと定義する（図 5）．

目的は行動に対して相対的に定義されるものであり，たと

えば，「気分転換するためにサイクリングをする」という

文章があった場合，「気分転換する」が，「サイクリングす

る」ことで達成したい行動であるので，目的となる．また，

「走ったら気分転換になった」という文章の場合，「走る」

ことで「気分転換」という効果が得られたと判断できるの

で，「走る」ことによって「気分転換」という目的が達成

可能と考える．指定する行動は，行動の具体化支援という

本研究の観点から，行動を行うか行わないか，また何を行

うかの選択の余地が大きい行動とする．その中の 1つとし

て，本稿では市場の大きいレジャー活動（特に外出をとも

なうもの）にフォーカスして検討を行う．以下本稿で使用

する言葉の定義をする．

定義 1（手がかり表現）

指定した行動の目的を抽出するためには，文章の中での

行動と目的との関係を把握する必要がある．「ために」のよ

うに，行動と目的を接続する表現を手がかり表現と呼び，

目的を抽出する際に利用する．

定義 2（目的クラス）

抽出した目的のうち，内容が類似しているものがあれば

まとめ，目的クラスと呼ぶ．たとえば「健康のために」「健

康の為に」といった文であれば，「健康のために」といった

目的クラスにまとめる．また，同一の目的クラスに属する

図 5 目的の定義

Fig. 5 Definition of purpose-for-action.

目的の個数を「目的クラスの要素数」と定義する．

4. 予備分析

本章では，分析対象として選択したデータセットの説明

と，そこでの目的の記述のされ方（使用される手がかり表

現）を分析した結果を述べる．

4.1 分析対象のデータ

使用するデータセットの条件として，記述された経験が

大量に含まれていること，行動の目的がはっきりと記述さ

れていることが必要である．経験が記述された公開データ

として，マイクロブログ，Q&Aサイト，ブログが考えら

れるが，その中でまずは 1件あたりの記述量が多いブログ

を対象にする．対象データは今後拡張予定である．

4.2 データの分析（手がかり表現の選定）

まず，ブログにおける行動の目的の記述のされ方を確認

する．既存の因果関係抽出技術においては，「ために」「を

背景に」等の手がかり表現を使用し，因果関係の抽出を

行っているが，分析するデータによって使用される手がか

り表現が変化することが指摘されている [9]．そこで，ブロ

グというニュース記事よりもくだけた文体で記述される文

章において，使用されている手がかり表現の種別，および

行動に対する目的が記述される割合を調査する．

まず，レジャー活動の中から 10種類の行動を選び，そ

れらの行動を綴ったブログ（100件× 10種類）から手動で

行動の目的を抽出した．レジャー活動のサブカテゴリとし

て，スポーツ，趣味・創作，娯楽，観光・行楽等があげられ

る [11]ので，この中から 10種類の行動を選定した．目的

を抽出する際には，目的かどうか判断がつきにくい場合が

ある．そこで，内閣府の生涯学習世論調査 [12]で使用され

ている「生涯学習をしてみたい理由」12個を参考にし，12

個の理由に関連した記述は，無条件で目的であるとした．

たとえば，「体力がついてきた」という文章は，「健康・体

力づくりのため」という理由と類似しているので，目的と

判断する．この結果，430個の行動目的を抽出した．

次に，抽出した目的と行動を結ぶ文字列を，手がかり表

現として抽出した．目的と行動が同一文中にない場合は，

抽出対象外とした．結果として抽出された手がかり表現を

表 1 に示す．目的と行動の記述方法は，目的と行動の出現

位置によって大きく以下の 2つに分類できる．

(1)目的，手がかり表現，行動の順番で記述

（例）「ダイエットするために運動する」

(2)行動，手がかり表現，目的の順番で記述

（例）「走ったら気分転換できた」

表 1 では，(1)，(2)のどちらかの用法でのみ使用されて

いた手がかり表現と，(3)両方の用法で使用されていた手

がかり表現とで結果を分けている．目的と行動を同一文中
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に含む事例のうち，表 1 の (1)，(2)の手がかり表現を含む

事例数はほぼ同数であった．本稿では，まず (1)の用法で

記述される目的の抽出を行う．

そこで，(1)の用法についてさらに実験を行った．「目的

⇒行動」の順序で使用されていた手がかり表現のうち，正
答率が低いと予想される 1文字からなるものを除いた 15個

の手がかり表現を対象とする．「手がかり表現＋行動（例：

を兼ねてサイクリング）」が記述されている文を抽出し，直

前の文章に目的が記述されているか評価した．データは，

2013年 2月 1日の 1日分のブログ約 100万件を対象とし

た．行動は前述の 10種類の行動のうち，外出をともなっ

て行われる 5種類の行動（旅行，外食，美術館，遊園地，

サイクリング）とした．3章で行った目的の定義より，た

とえば「雨が降ったためサイクリングは中止」のように原

因が記述されているものは目的ではないと判断する．評価

の結果を表 2 に示す．事例数が 0の手がかり表現は表か

ら削除した．

ここで対象とすべき手がかり表現は，事例が多く，高い

確率で目的を抽出できるものである．その観点では，「に

は，なので」は，事例数は多いが，正答率が低い．その次

に事例数が多い「ために（為に）」は，正答率も高い．以上

の分析から，本稿ではまず手がかり表現「ために（為に）」

表 1 ブログから抽出した手がかり表現

Table 1 Clue expressions extracted from blogs.

表 2 手がかり表現の出現頻度

Table 2 Frequency of clue expressions.

を用いて目的抽出を行う．

5. 提案手法

本章では，「ために（為に）」を手がかり表現として用い

た目的抽出手法の詳細を述べる．

提案手法は，目的抽出，目的の絞り込みの 2つの技術か

ら構成される．以下それぞれの技術について述べる．

5.1 目的抽出

手がかり表現と係り受け解析を用いて指定した行動の目

的を抽出する．係り受け解析を用いた目的抽出は乾らの研

究 [6]と類似しているが，本研究では指定した行動の判定

を自動で行うために，文節数に工夫を加えた．また，誤り

除去や絞り込みを行い，原因・理由の用法やその他の誤抽

出を排除する点でも乾らの研究 [6]と異なる．図 6 に示す

とおり，目的抽出は 4つのステップから構成される．

ステップ 1. 手がかり表現と指定した行動を表すキーワー

ドを含む文をデータセットから抽出する．

ステップ 2. 抽出した文に係り受け解析を適用する．解析

には係り受け解析器 Jdep [13]を用いた．

ステップ 3. 手がかり表現によって修飾される文節（第 1

文節と呼ぶ）を抽出し，さらに第 1文節を修飾する最も近

い文節を第 2文節として抽出する．そして，第 1，第 2文

節の 2文節に，指定した行動を表すキーワードが記述され

ているかを判断する．

ステップ 4. ステップ 3で指定した行動が記述されていれ

ば，手がかり表現を修飾する文節を第 1文節として抽出し，

第 1文節を修飾する文節を第 2文節とする．そして，第 1，

第 2文節の 2文節を，目的として抽出する．

指定した行動を表すキーワードとは，たとえば「サイク

リング」のように，「サイクリングする」という行動を端

的に表すキーワードである．ステップ 3，4において，第

1文節を修飾する文節が複数ある場合には，第 1文節に最

図 6 手がかり表現と係り受け解析を用いた目的抽出

Fig. 6 Purpose-for-action extraction using clue expression and

modification structure.
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も近い文節 1つを第 2文節として採用する．文節数に関し

て，行動や目的として，「動詞＋目的語」のセットを抽出

することを想定し 2文節とした．文節数は検討の余地があ

り，6章で再度検討する．

また，2.1節で述べたとおり，目的のフィルタリングが

必要である．次節は，特に文法的な誤りやくだけた表現を

含む文章から誤って抽出した目的を取り除くフィルタリン

グの一手法である．実験結果をふまえ，原因・理由の用法

を排除するルールベースのフィルタリング手法も 6.1節で

提案する．

5.2 目的の絞り込み（適合率の向上）

5.1節で抽出した目的候補のうち，出現頻度の多い目的

を採用することにより，ノイズを軽減させる．文法的な誤

りやくだけた表現を含む文章から誤って抽出した目的は，

複数回出現する可能性は低いと考えられるため，これらの

誤りが排除できると考えられる．絞り込みの手順は下記の

とおりである．

ステップ 1. 目的を形態素に分割し，名詞・動詞のみを抽

出する．

ステップ 2. 名詞・動詞が完全に一致している目的どうし

を同じ目的クラスとしてまとめる．

ステップ 3. 各目的クラスに含まれる目的のうち，最も頻

度の多い目的，または文字列が最も長い目的をその目的の

クラス名とする．目的が 1種類しか存在しない目的クラス

については，その目的をクラス名とする．

ステップ 4. 目的クラスの要素数が 2以上の目的クラス名

を目的として採用する．

6. 目的抽出実験

提案手法の妥当性を確かめるために実験を行った．適合

率と再現率を総合的に評価する F値を用いて提案手法の

精度を評価する．データセットは 2013年 2月の 1カ月分

のブログであり，行動は，予備分析で用いた 5種類の行動

（旅行，外食，美術館，遊園地，サイクリング）を指定し，

指定した行動を表すキーワードも上記を使用した．

6.1 目的抽出

指定した 5種類の行動の目的を抽出する実験を行った．

提案手法として，上述のブログから「ために」と係り受

け解析を用いて目的を抽出する．行動抽出範囲は，5.1節

に記述した 2文節に加え，1文節，3文節，全文節とした

場合も試す．

ベースラインとして以下の 2つの手法を用いた．

BL1：「ために」の直後に行動が続いている場合に，係り

受け解析 [13]を適用し，5.1節のステップ 4と同様

の処理により目的を抽出する方法

BL2：直後を含め「ために」の後方に行動が記述されて

いる場合に，係り受け解析 [13]を適用し，5.1節の

ステップ 4と同様の処理により目的を抽出する方法

目的抽出範囲は，提案手法・ベースラインともに，「動

詞＋目的語」を抽出することを想定し，2文節とした．

それぞれの手法で抽出した結果に対し，人手で指定した

行動の目的かどうかの判定を行い，適合率，再現率，F値

を算出した．判定の基準としては，指定した行動・目的と

もに正しい場合を正解とした．指定した 5種類の行動（旅

行，外食，美術館，遊園地，サイクリング）は，旅行に行

く，外食をする，美術館に行く，遊園地に行く，サイクリン

グするという意味で記述されている場合を正解とし，たと

えば「健康のために外食を控える」と記述されていた場合

には不正解とする．目的は，行動を行うことで書き手が達

成したい行動や状態，または行動を行うことで得られる効

果であると読み手が判断できるものを正解とした．また，

適合率，再現率，F値はそれぞれ以下の式で求めた．

適合率 =
正解事例数
抽出した事例数

再現率 =
正解事例数
全事例数

F値 =
2 ×適合率×再現率
適合率+再現率

ただし，BL2は指定した行動を表すキーワードが後方の

どの位置にある場合も抽出するため最も基準が甘く，BL1，

提案手法（2文節），文節数を変化させた手法を包括する手

法である．そこで，BL2が抽出した正解事例数を，再現率

の分母にあたる全事例数とした．

抽出結果を表 3，表 4，表 5 に示す．表 5 が示すとお

り，提案手法（2文節）がベースラインに比べ高い適合率を

表 3 正解事例数

Table 3 The number of correct examples.

表 4 抽出した事例数

Table 4 The number of extracted examples.
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表 5 抽出精度

Table 5 Extraction accuracy.

示した．BL1の結果を見ると分かるとおり，「ために」の

直後に指定した行動を表すキーワードがある場合でも，そ

の行動に関する目的となっているとは限らない．係り受け

解析を用いることで，たとえば，「この日のために旅行の

時におみやげを買った」といった文を排除できた．適合率

の平均は，1文節が最も高い値を示したが，再現率は低い．

適合率と再現率とを合わせた F値は提案手法（2文節）が

最も高く，2文節とした提案手法の効果が確認できた．

目的の抽出において，目的でないものを目的として抽出

してしまった誤りがある．これを本稿では抽出誤り（FP:

False Positive）と呼ぶ．提案手法（2文節）の抽出誤り（FP）

を分析した結果，以下の原因が明らかになった．

(1)「ために」の問題

・原因・理由が抽出されてしまう（例）「雨のために」

・定型文の一部として使用されているものが抽出されて

しまう（例）「何のために」

(2)行動判定の問題

・否定の意味で使われている（例）「外食を控える」

・行動が違う（例）「旅行保険を申し込む」

(3)目的抽出の問題

・目的が一部しか抽出されていない（例）「見るために」

(4)行動判定/目的抽出の問題

・係り受け解析ミス（括弧がある場合や目的が並列で並

べられている場合等）（例）「欲しいものを買うために

も旅行に行くためにも」

(5)前処理の問題

・スパム

そこで，5.1節で述べたとおり，これらの抽出誤り（FP）

を除去するために，時制や品詞等で除去手法を検討した．

大まかな改善方針は表 6 に示す．

たとえば，原因・理由の除去に関しては，以下のとおり，

時制判定と言い換え判定により誤り除去を行う．

ステップ 1. 行動目的部の時制を調べ，過去形のものは「原

因・理由」と判断し削除する．

ステップ 2.「～せいで」等の手がかり表現を連結し，利用

例を調査．「～ために」の出現頻度よりも多ければ，「原因・

理由」と判断し削除する．

提案手法（2文節）により抽出した目的に対して，除去

表 6 誤り除去方針

Table 6 Initial improvement policies.

表 7 誤り数の変化（クローズドテスト）

Table 7 The change in the number of errors (close test).

表 8 誤り除去（オープンテスト）

Table 8 Removal of errors (open test).

手法を適用した結果，誤り数は表 7 に示すとおりとなり，

適合率の平均は 62%から 78%に，F値は 67%から 70%に

改善された．

また，誤り除去方法がデータセットに依存せず，一般的

にも有効に機能するかどうかを確認するために，2014年

2月の 1カ月分のブログを用いて，目的抽出，誤り除去を

行った．目的抽出には，提案手法（2文節）と BL2を用い

た．BL2を用いた理由は，BL2の再現率が最も高く，誤り

除去による適合率向上により，F値が提案手法を超える可

能性が高いと考えたからである．

それぞれの抽出精度を表 8 に示す．誤り除去による適

合率，F値の向上が確認できた．また BL2に比べ提案手法

（2文節）の適合率，F値が高く，提案手法の有効性が確認

できた．

提案手法の適合率は 8割近くあり，また事例数も多いこ
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表 9 目的の絞り込み

Table 9 Clustering.

とから，実用に耐えうる精度と考えられる．行動の判定の

仕方や目的の長さを検討することで，さらなる適合率向上

が期待できる．

6.2 目的の絞り込み（適合率の向上）

6.1節で見たように，抽出誤り（FP）がある．これらを

除去し，さらなる適合率向上を目指して，目的の絞り込み

を行う．6.1節の提案手法（2文節）を用いて目的を抽出

し，誤り除去を行った表 7 の結果をクラスタリングし，6.1

節で付与した評価結果を用いて，P@Nc ≥ 2（クラスの要

素数が 2以上の目的クラスの適合率の平均）を算出した．

評価結果を表 9 に示す．

遊園地，サイクリング，外食，美術館に関しては，事例

数が少なく，効果の判断が難しい．今後データ数を増やし

再実験する．事例数が比較的多かった旅行に関しては，適

合率の改善が確認できた．また，抽出された旅行の目的は，

「食事」「人に会う」「お祝い」「気分転換」等であり，様々

な目的が抽出できた．しかし，絞り込み前の結果と比べる

と，事例数は極端に少なくなってしまう．これらの結果よ

り，適合率と再現率を考慮した F値の観点では，誤り除去

後の結果をそのまま用いる方が良いといえる．そして，事

例数を犠牲にしてもかまわず，適合率を重視する場面にお

いては，適合率の高い本絞り込み手法が有効であるといえ

る．事例数を落とさない適合率の向上は今後の検討課題で

ある．

7. ユーザ評価実験

6章の方法で抽出した目的を用いてアンケート調査を行

い，本手法により抽出した目的の提示による動機付けの効

果を確認した．動機付け効果の高い目的をどのように選択

するかは今後の検討課題とし，まずは複数提示する目的の

中で 1つでも行動への意欲を高めるものがあれば，動機付

けの効果があると判断する．

7.1 実験方法

質問内容

（質問 1）

場所を入力すると，その場所でのおすすめ行動が推薦さ

れる情報検索サービスから，行動を単体で推薦された状況

表 10 質問 2 の例

Table 10 Example of question 2.

（ランニングはどうですか？）を想定してもらい，提示され

る行動を起こしたいかを判断してもらう．

（質問 2）

同様のサービスにおいて，「行動＋目的」を推薦された

場合（ex. ダイエットのためにランニングはどうですか？）

に，行動意欲が増すかを 5段階で評価してもらう（表 10）．

(1)で単体の行動を提示された場合に，行動を起こした

いと答えた人には，(2)において，仮に (1)で行動を起こ

したくないと思った場合を想定して答えてもらった．これ

は，我々が対象としているのは，行動単体では行動を起こ

したいと思わない人を，動機付けすることを目指している

からである．

提示する行動・目的

6章で用いた 5つの行動を含めた 11行動（ランニング，

サイクリング，映画館，美術館，外食，カラオケ，旅行，

遊園地，ショッピング，バーベキュー，エステ）について

質問した．これらの行動は，レジャー活動白書 [11]に記述

されていた 5つのサブカテゴリ（スポーツ部門/趣味・創

作部門/娯楽部門/観光・行楽部門/その他部門）から均等

に選択した．

提示する目的は，2013年 1月から 2013年 12月までの 1

年分のブログ約 4億件から，6.1節の方法で抽出した．6.2

節の絞り込みの結果，要素数 1 となった目的クラスも含

め，できるだけ多くの目的について動機付け効果を検証す

るために，抽出した目的を手動でクラスタリングした．ク

ラスタリングは，意味の近い目的を徐々にまとめる親和図

法 [14]を用いて行った．評価をするユーザの負担を考え，

各行動に対する目的クラス数は最大 50クラスとし，最終

的に行動ごとに 18～50個（平均 36個）の目的クラスを作

成し，アンケートに用いた．

被験者

1行動あたり 400人の被験者に協力してもらった．

7.2 結果と考察

行動意欲が増す（かなり高まる or高まる）と回答した目

的数 xを 6つの区分に分け，行動ごとに各区分の人数を算

出した結果を表 11 に示す．1つ以上の目的によって行動

意欲が増したことを示す x > 0の区分の平均人数は 342人

であり，約 85%の人に，いずれかの目的による動機付けの

効果が確認できた．これより，ブログから抽出した目的を

c© 2015 Information Processing Society of Japan 24



情報処理学会論文誌 データベース Vol.8 No.1 17–26 (Mar. 2015)

表 11 情報提供システムの評価

Table 11 Evaluation of the effect of system.

表 12 目的スコアのランキング例（ランニング）

Table 12 Examples of purpose-for-action scores (Running).

提示することにより，行動意欲を高め，行動を促すことが

できることが分かった．

ただし，動機付けの効果を示す指標となる「かなり高ま

る +高まる」の割合を「目的スコア」と定義すると，目的

ごとの目的スコアは 7%～75%の範囲をとり，提示する目

的間で動機付けの効果に大きな差が見られた．ランニング

に関する目的スコアの例を表 12 に示す．高い目的スコア

を示したものは，「健康維持」「気分転換」「楽しむ」等であ

り，これらの目的は多くの人々が抱く目的に合致するもの

と考えられる．一方，目的スコアの低かった目的は，「役作

り」「ブログを書く」等であり，これらの目的は限定した

ユーザのみがいだく目的と考えられる．この結果から，動

機付けの効果が高い目的は，ユーザの目的や状況に合致し

たものであることが分かった．各ユーザに提示した目的の

うち，行動意欲が高まった目的数は平均 13個であり，目

的提示数に対する割合は約 36%であったため，提示する目

的を絞った場合でも，効果的な目的を提示できる可能性は

高いと考えられる．ユーザの嗜好や状況等も考慮した効果

的な目的の選定は，今後の検討課題とする．

8. まとめと今後の課題

本稿では，ユーザを動機付けし，納得して具体的な行動

につなげることができる情報提供サービスを目指し，ソー

シャルメディアから目的の抽出を行う方法と，それを用い

た地域情報提供サービスを提案した．評価実験を行い，提

案手法が目的抽出と動機付けに有効であることを確認した．

今後は，他人の経験から 5W1H情報の抽出を行い，同伴

者等の状況に応じた目的や行動の選択を行う．また，図 2

で示したとおり，行動に関連する詳細な情報提示も動機付

けや行動障壁を下げるために必要である．既存のサービス

で提供している情報とあわせて，行動に関連する詳細な情

報を提供することで，行動を促す地域情報提供システムの

確立を目指す．
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